
1者随契 相見積 プロポーザル

1 DXアドバイザチーム等運営業務

　各部局等の所管するDX関連施策を効果
的に推進するため、外部デジタル人材で構
成する「DXアドバイザチーム」を運営し、専
門的な知識経験から、助言、提言、情報提
供等を行う。 32,818 ○

　当該業務に係る契約の相手方の選定にあたっては価
格以外の要素を重視する必要があることから、地方自
治法施行令第167条の2第1項第2号に基づき、プロ
ポーザル方式により公募を行ったところ1者からの応募
があった。同者の企画提案内容等を選定委員会におい
て審査したところ、要求仕様を満たすとともに、業務実
施方法や体制などが優れていたことから、契約の相手
方として選定した。

デジタル社会推
進課

2
沖縄特区・地域税制等電子申請シ
ステム構築業務

　沖縄振興特別措置法に基づく各特区・地
域制度について、事業者が本税制を利用
し易い環境整備の一環として、沖縄特区・
地域税制等電子申請システムを構築し、
運用管理を実施する。 23,332 ○

　当該業務では、令和４年度に企画選定委員会を開催
し、効果的な手法や体制を有する事業者として委託事
業者を選定したのちに電子申請システムを構築してい
る。令和５年度には構築したシステムに新たな申請
フォーム及び統計処理機能を追加構築し、令和５年度
中に運用を開始する必要があったことから、システムを
熟知し、かつ迅速に対応するための技術を持ち合わせ
ている事業者と随意契約を行った。

産業政策課

3 DX観光客動態調査事業

　沖縄県を訪れた観光客の携帯電話の
GPS位置情報等を利用して、観光客が訪
れた観光地や観光ルート、滞在先などの
行動歴等を属性別、季節毎に調査分析を
行う。

14,936 ○

　本委託業務を遂行するにあたっては、ICTを活用した
データの収集・整理に関するノウハウを有するととも
に、収集した観光客の行動歴データ等を、統計処理手
法を用いて分析・解析し、ターゲットマーケティングを企
画立案できる業務遂行能力が必要である。
　適切な事業内容及び執行体制で委託業務を実施す
る事業者を選定する必要があり、価格面による競争入
札になじまないことから、プロポーザル方式による随意
契約を採用した。

○

　位置情報のデータ量が膨大な
ため、分析用にデータを加工す
るための作業を再委託すること
により業務の効率化を図ること
ができるため

観光政策課

4 沖縄県市町村DX支援業務

　県全体の自治体DX推進の底上げを図る
ことを目的に、依頼申込に応じて支援を行
う「デマンド支援」を実施し、そのうち専任
の推進体制等がない等の市町村に対し
「伴走支援」を実施した。 50,838 ○

　当該業務に係る契約の相手方の選定にあたっては価
格以外の要素を重視する必要があることから、地方自
治法施行令第167条の2第1項第2号に基づき、プロ
ポーザル方式により公募を行ったところ2者からの応募
があった。同者の企画提案内容等を選定委員会におい
て審査したところ、要求仕様を満たすとともに、業務実
施方法や体制などが優れていたことから、契約の相手
方として選定した。

デジタル社会推
進課

公社等名　一般財団法人沖縄ITイノベーション戦略センター　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

県と公社等の委託事業に係る随意契約状況調査票（令和5年度）
部等名　　　　　 商工労働部
課名　　　　　　　ITイノベーション推進課
担当者名　　　　金城

№ 委託業務名 委託業務内容 契約額（千円）

随意契約の方法

随意契約の理由
再委託
の有無 再委託の理由 県の担当課



1者随契 相見積 プロポーザル

№ 委託業務名 委託業務内容 契約額（千円）

随意契約の方法

随意契約の理由
再委託
の有無 再委託の理由 県の担当課

5
沖縄県アジア経済戦略構想推進・
検証事業

　アジア経済戦略構想推進・検討委員会の
運営支援及び委員会テーマに関連する調
査を行う。 9,861 ○

　企画提案内容等を選定委員会において審査したとこ
ろ、受託者として適当であるとされたため、契約の相手
方として選定した。

グローバルマー
ケット戦略課

6 DX人材育成研修業務

　県職員及び市町村職員へのDX研修を通
してDX人材を育成する「DX人材育成研修
業務」を外部委託する。

8,042 ○

　当該業務に係る契約の相手方の選定にあたっては価
格以外の要素を重視する必要があることから、地方自
治法施行令第167条の2第1項第2号に基づき、プロ
ポーザル方式により公募を行ったところ2者からの応募
があった。同者の企画提案内容等を選定委員会におい
て審査したところ、要求仕様を満たすとともに、業務実
施方法や体制などが優れていたことから、契約の相手
方として選定した。

デジタル社会推
進課

7
県及び市町村オープンデータ推進
支援業務

　県及び各市町村におけるオープンデータ
に関する取組の推進により、データ活用に
対する機運醸成を図り、ひいては行政の
高度化・効率化・透明性向上とともに、民
間における創意工夫を生かした多様な
サービスの迅速かつ効率的な提供につな
がるよう、庁内各所属及び各市町村が円
滑にオープンデータの作成及び公開を行う
ために必要な作業等に対する支援を行う。

14,719 ○

　当該業務に係る契約の相手方の選定にあたっては価
格以外の要素を重視する必要があることから、地方自
治法施行令第167条の2第1項第2号に基づき、プロ
ポーザル方式により公募を行ったところ1者からの応募
があった。同者の企画提案内容等を選定委員会におい
て審査したところ、要求仕様を満たすとともに、業務実
施方法や体制などが優れていたことから、契約の相手
方として選定した。

デジタル社会推
進課

8
沖縄県デジタル人材育成方針作
成支援業務

　本県のデジタル人材育成の指針となる沖
縄県デジタル人材育成方針（仮称）の策定
に向けて、県の作成した骨子案からその内
容を具体化し、事業者の専門家としての知
見等を加えつつ内容を文章化した、「沖縄
県デジタル人材育成方針（素案）」の作成
を委託する。

992 ○

　地方自治法施行令第167条の2第1項第1号及び沖縄
県財務規則第137条の2第1項第6号に定める額の範囲
内である。 デジタル社会推

進課

9
沖縄型オープンイノベーション創出
促進事業

　ＩＴを活用するスタートアップに対する段階
的な支援を実施するとともに、ＩＴ産業と他
産業等との連携・協業による新たなビジネ
スやサービスの創出を促進する。 32,427 ○

　プロポーザル方式により広く公募を行ったところ１者
から応募があった。企画提案内容等を選定委員会にお
いて審査したところ、受託者として適当であるとされたた
め、契約の相手方として選定した。 ○

　事業実施にあたり、ウェブサイ
ト作成業務などについては、専
門知識を有する企業へ再委託
することにより、質の高いものを
制作するため。

ＩＴイノベーション
推進課

10
小規模事業者等デジタル化支援
事業事業

　県内の小規模事業者等を含む中小企業
の労働生産性を向上させるため、クラウド
やソフトウェア等の購入の補助やIT化に関
する専門家の助言指導等を通じて、県内
企業の労働生産の向上を図る。

42,000 ○

　プロポーザル方式により広く公募を行ったところ、１者
から応募があった。企画提案内容等を選定委員会にお
いて審査したところ、左記の者の提案は基準点に達し
ていたため、契約の相手方として選定した。 ○

　パンフレット作成及びセミナ―
の動画作成について、専門業者
へ委託することで効果的かつ効
率的に事業を実施するため。 中小企業支援課
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№ 委託業務名 委託業務内容 契約額（千円）

随意契約の方法

随意契約の理由
再委託
の有無 再委託の理由 県の担当課

11 ICTビジネス高度化支援事業

　県が実施する「ＩＣＴビジネス高度化支援
事業補助金」の効果的な実施に向けて、製
品・サービス・技術の高度化や新たなビジ
ネスモデルへの転換に取り組む県内ＩＴ事
業者の掘り起こしや、補助事業の応募者
の募集から採択案件の選考等を行うとも
に、補助金の交付決定を受けた者に対す
る指導、助言、事業の進捗管理等の各種
サポート業務を行うものである。

80,188 ○

　企画提案内容等を選定委員会において審査したとこ
ろ、受託者として適当であるとされたため、契約の相手
方として選定した。

○

　審査会場の音響機材、配信業
務を効率的に行うには専門事
業者の委託が必要であるため。

ＩＴイノベーション
推進課

12 沖縄DX促進支援事業

　県内全産業におけるDXを促進し、県内
企業の稼ぐ力強化を図るため、広く県内企
業を対象とした経営者向けDX啓発セミ
ナーの開催、県内企業等とDXに向けた取
組の連携先である県内IT企業とのマッチン
グ、DX計画策定等における各種ハンズオ
ン支援等によって、意欲のある県内企業等
のDX促進を図る。
　また、沖縄DX促進支援事業補助金が広
く活用されるよう応募企業等を開拓し、補
助金の交付決定を受けた者に対する助
言・指導・事業の進捗管理等の支援を行
う。

80,753 ○

　プロポーザル方式により広く公募を行ったところ１者
から応募があった。企画提案内容等を選定委員会にお
いて審査したところ、受託者として適当であるとされたた
め、契約の相手方として選定した。

○

　セミナー会場の音響機材、ラ
イブ配信業務を効率的に行うに
は専門事業者の委託が必要で
あるため。

ＩＴイノベーション
推進課

13
データ活用推進に向けた環境構
築委託業務

　オープンデータの流通に係るルールづく
り等や、行政や民間の様々なオープン
データの収集、並びに利便性・実用性の高
い情報システムの実装による、データの蓄
積・加工・分析のできるオープンデータ活
用基盤を運用及び機能拡充することで、
データ利活用型ビジネスによるＤＸやイノ
ベーション創出の促進を図る。

72,947 ○

　プロポーザル方式により広く公募を行ったところ1者か
ら応募があった。企画提案内容等を選定委員会におい
て審査したところ、受託者として適当であるとされたた
め、契約の相手方として選定した。

○

①事業者への取材や事例に関
する記事作成・写真撮影を業者
へ委託することで、充実した事
例集を作成することが可能。
②ハイブリッド配信およびアーカ
イブ動画制作業務は専門的な
知識や技術、機材を要するた
め、効果的かつ効率的に事業を
実施するには専門事業者への
委託が必要。

ITイノベーション
推進課

14
ResorTechOkinawa推進事業委託
業務

　IT導入・DXに関する事例や支援施策、セ
ミナー等の情報をWebサイトへ集約し県内
企業へ発信することで、DXへ向けての機
運醸成を図る。 20,429 ○

　本委託業務を遂行するにあたっては、専門的な知見
や技術を用いた効率的・効果的なコンテンツ制作及び
広報活動が必要である。このため、適切な内容及び執
行体制で委託業務を実施する事業者を選定する必要
があり、価格面による競争入札になじまないことから、
プロポーザル方式による随意契約とする。

○

　Webの制作・運営や広報コンテ
ンツの制作等に精通した専門業
者の支援が必要であるため。 ITイノベーション

推進課

15 観光情報デジタル化推進事業

　観光地等の混雑状況を観光快適度マッ
プとして見える化するとともに、各地域の観
光ガイドマップ等の集約・デジタル化を推
進することにより、快適な沖縄観光や観光
客の利便性向上を図る。また、沖縄観光に
関する統計データ等をデジタル化すること
により、観光客のニーズに即した質の高い
サービス提供を推進する。

38,612 ○

　本委託業務を遂行するにあたっては、Webサイトや
Webコンテンツの設計・開発に関するノウハウを有する
とともに、人流データを活用した混雑予測モデルの構築
やBIツールを活用した観光統計データの可視化等の業
務遂行能力が必要である。
　 このため、適切な事業内容及び執行体制で委託業
務を実施する事業者を選定する必要があり、価格面に
よる競争入札になじまないことから、プロポーザル方式
による随意契約を採用した。

○

　動画撮影と編集業務の一部を
再委託する事で業務の効率化
を図り、一定の品質を維持しつ
つ事業期間内でのストーリー
マップの整備を行うことができる
ため。

観光政策課
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№ 委託業務名 委託業務内容 契約額（千円）

随意契約の方法

随意契約の理由
再委託
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16
令和５年度スタートアップ・エコシ
ステム構築支援事業委託業務

　スタートアップ・エコシステムの構築に向
け、官民連携によるスタートアップ支援組
織の運営による支援体制の強化を図ると
ともに、ビジネスコンテスト等を通じた事業
化支援、スタートアップの成長の段階に合
わせたベンチャーキャピタルやメンター等
とのマッチング支援、県内スタートアップに
対する県外でのピッチイベント参加等資金
調達活動の支援やスタートアップの初期の
リスクマネーに対する支援等スタートアップ
を多面的に支援する。

87,895 ○

　事業の実施にあたり、官民連携によるスタートアップ
支援組織の運営や、ビジネスコンテスト等を通じた事業
化支援、ベンチャーキャピタル等とのマッチング支援や
初期のリスクマネーに対する支援などの多面的な支援
のほか、県外（海外）スタートアップ支援機関と連携した
県外（海外）展開支援や誘致など、本事業を効果的に
執行する専門的知識や体制を有していることが必要と
なり、契約の性質・目的が競争入札に適しないため、企
画競争型随意契約によって契約を行う。

○

　Webサイト制作、Webサイト等
の記事制作等

産業政策課

17 海外ＩＴ人材交流育成事業

　沖縄が国内外向け新ビジネス創出の拠
点として、県内ＩＴ企業のアジア等への海外
展開や海外ＩＴ企業とのビジネス創出を促
進するため、海外ＩＴ企業経営者・技術者の
招へいや、県内ＩＴ企業経営者等の海外派
遣により、沖縄と海外を結ぶ人的ネット
ワークの構築を支援する。

11,022 ○

　本委託業務を遂行するにあたっては、沖縄と海外と
の交流を深め、ビジネスに繋がる人的ネットワークの構
築を支援するための専門的な知識や技術、ノウハウ等
が要求されるとともに、県内情報通信関連産業の動向
や県内及び海外の企業情報等に精通している必要が
あることから、適切な事業内容及び執行体制で委託業
務を実施する事業者を選定する必要があり、価格面に
よる競争入札になじまないことから、プロポーザル方式
による随意契約を採用した。

○

　セミナーのハイブリッド配信に
は、専門的な知識や技術、機材
を要する。
　そのため、効果的かつ効率的
なセミナーの実施には、専門事
業者へ委託する必要があるた
め。

ITイノベーション
推進課

18
産業人材デジタルリテラシー強化
事業

　県内企業の従業員等を対象に、デジタル
技術の具体的な活用方法やデータ利活用
に関する基礎知識習得のためのセミナー
と実践的な活用スキルを身に着けるため
の講座の実施、運営及び管理業務。 29,998 ○

　様々なデジタル技術の利活用に関する専門的な知識
やノウハウ等を要するとともに、県内の幅広い産業の
動向や企業情報、企業のDX推進に必要なスキル等に
精通し、県内事業者等と連携して産業全体のデジタル
リテラシーの強化を効果的に支援する必要がある。
　このため、適切な事業内容及び執行体制で委託業務
を実施する事業者を選定する必要があり、価格面によ
る競争入札になじまないことから、プロポーザル方式に
よる随意契約を採用した。

○

　セミナー・講座受講者の学び
の質を高めるため、専門的な領
域の知見の提供が必要であり、
それらの知見を持つ人材を講師
として登用する必要があるた
め。

ITイノベーション
推進課

19
おきなわITセンサス等調査委託業
務

　県内情報通信関連企業の実態等に関す
る統計調査業務及び企業情報に関する
データベースの構築

34,426 ○

　企画提案内容等を選定委員会において審査したとこ
ろ、受託者として適当であるとされたため、契約の相手
方として選定した。

○

　統計調査において、調査専門
企業へ再委託することにより、
回答の回収率の向上が見込め
るため。

ITイノベーション
推進課

20 情報通信関連企業等誘致事業

　沖縄県の情報通信関連産業の集積を図
るため、企業誘致担当者を配置し、情報通
信関連産業サポートガイドやIT企業Book
の作成、配布等により沖縄県の情報通信
関連施策を広くＰＲするとともに、県内への
立地に関心のある企業に対して、県内教
育機関等へのアテンド業務や不動産等の
情報提供を行うなど、誘致活動を実施す
る。
　また、ITブリッジ沖縄を運営し、誘致に特
化する情報掲載を行いながら、県内の
様々なイベント及びセミナーに関する情報
発信を行う。

14,733 ○

　効果的な誘致活動を着実に展開するため、価格以外
の条件を重視する必要があり、プロポーザル方式によ
る企画コンぺを実施し、選定委員会の審査に基づき選
定された委託業者と随意契約を締結する。

企業立地推進課



1者随契 相見積 プロポーザル

№ 委託業務名 委託業務内容 契約額（千円）

随意契約の方法

随意契約の理由
再委託
の有無 再委託の理由 県の担当課

21
沖縄県ＣＯＲＡＬ基幹システム管理
業務

　沖縄県の行政情報ネットワークの基礎で
あるCORAL基幹システムの設定や保守等
を実施し、安全でかつ円滑に運用するため
の管理運営を行う。

29,212 ○

　CORAL基幹システムは良質な県民サービスを提供す
るための県職員の業務遂行において重要な基盤であ
り、各種業務システムは本システムを通して利用されて
いるため、本システムに障害等が発生した場合には職
員の業務や行政サービスに致命的な影響を与えること
から、本システムの安定稼働は必要不可欠なものであ
る。
　そのため、受託事業者は基幹サーバ等の機器のみな
らず、本庁舎から各出先機関等まで含めた約250機関
に設置されたネットワーク機器の特性及び設定情報等
を熟知しており、LGWAN等の他ネットワークとの接続や
各部局のシステム等についても把握している必要があ
る。
　また、本システムは24時間365日の常時稼働が前提
となっており、障害発生時等において迅速な復旧対応
を行う必要があることから、本システム全体の構成や
設定等を把握し、これまでの管理・運用を行ってきたこ
とで蓄積された知見を有していること、障害発生時にお
いて迅速な対応及び復旧を行う体制を有していることも
必要であり、これらの要件を満たしているのは、契約予
定者のみである。
　以上により、本件で扱う業務の特性と継続性の観点
から、本件は競争入札に適さないと考えられる。よっ
て、地方自治法施行令167条の２第１項第２号の規定
に基づき、当該契約予定者と随意契約を行ったもので
ある。

情報基盤整備課

22
沖縄県企業局ネットワークシステ
ム活用支援業務

　沖縄県企業局ネットワークシステムの各
種サーバ及びネットワーク機器の設定や
保守等を実施し、安全でかつ円滑に運用
するための管理運営を行う。 8,334 ○

　本業務は専門性が極めて高く、継続性も必要とされ
る。また履行に当たって機密情報を知り得るため、拡散
防止を考慮する必要がある。
　当該業者は企業局ネットワークにおける運営管理の
ノウハウを有していること及び沖縄県CORAL21ネット
ワークシステムの運用管理を受託していることから、専
門性と機密性を満たしていると判断できるため。

企業局経営計画
課

23
沖縄県教育情報ネットワークシス
テム管理及び機器保守業務

　沖縄県教育情報ネットワークの各種サー
バ及びネットワーク機器の設定や保守等
を実施し、安全でかつ円滑に運用するため
の管理運営を行う。

45,948 ○

　当委託業務は、「沖縄県教育情報ネットワークシステ
ム」（以下、「ネットワーク」という。）の運用管理・保守を
行う業務である。ネットワークは、現在県立学校85校で
利用されており、ネットワークに障害が発生した場合、
生徒に一人一台付与されているPC端末が使用できなく
なり、授業でオンラインによる学習活動を行うことができ
なくなる。そのため、障害対応については仕様書の期
限内の対応が必要となるが、その対応に必要なネット
ワーク全体の論理的構成、ネットワーク機器設定及び
機器相互関連性の習熟には相当の期間を要し、今回
の見積予定業者以外では契約開始初日から対応する
ことが困難である。

教育庁総合教育
センター



1者随契 相見積 プロポーザル

№ 委託業務名 委託業務内容 契約額（千円）

随意契約の方法

随意契約の理由
再委託
の有無 再委託の理由 県の担当課

24
病院事業局 CORALネットワークに
かかる端末及び利用者等管理シ
ステムの運用保守委託

　沖縄県病院事業局ネットワークインフラ
等の各種サーバ及びネットワーク機器の
設定や保守等を実施し、安全でかつ円滑
に運用するための管理運営を行う。

1,570 ○

　ISCOは、知事部局において運用されているＣＯＲＡＬ
２１ネットワークの運用管理を受託しており、病院事業
局ＣＯＲＡＬネットワークが知事部局の配下にあることか
ら、県庁全体のネットワークのより安定した運用及び機
密情報の拡散防止を考慮した場合、同一業者による運
用管理が適切である。

病院事務局病院
経営課

25
LOGOフォーム使用にかかる技術
的支援業務①

　うちなーんちゅ応援プロジェクト返還金対
応業務等でLOGOフォームを活用。

4,548 ○

　現に委託した契約と直接関連する契約を、契約をして
いたものに履行させることにより、履行期間の短縮と経
費の削減を実現でき、有利となるため。 中小企業支援課

26
LOGOフォーム使用にかかる技術
的支援業務②

　うちなーんちゅ応援プロジェクト返還金対
応業務等でLOGOフォームを活用。

4,548 ○

　感染拡大防止対策協力金申請システムであるLOGO
フォーム提供元（トラストバンク）から、県とトラストバン
クで直接契約する場合には、システム内に保管されて
いるデータをISCOから県へ移し替える作業が発生する
が、前例がないため技術的な観点から懸念が示されて
おり、対応できないとの回答を得ている。従来通りISCO
保守管理のもとで利用を継続する以外に方策がないと
判断した。

中小企業支援課

795,128 7 1 18 12

26 件
県との委託契約の件数

（随意契約含む。）

合計


